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新経済連盟の主張

 自動車の保有に関連する各種の手続には様々なプロセスが介在。中古車の購入も然り（次頁参照）

 市場原理が作用する「ローン契約」や「保険契約」とは異なり、「自動車保有関連手続」と「封印」については官が主体の行政手続

 技術進歩等によりビジネスの進め方も進化し続けていることに鑑み、これらについても、個々の課題に照らし、次の取組が必要と思料

 これにより自動車保有関連手続等の“トランスフォーメーション”を図り、その効率化を促進すべき

【自動車保有関連手続】

◼「デジタル完結・自動化原則」に基づく、自動車保有関連手続ワンストップサービス（OSS）の利用促進に向けた取組

✓ 積極的なAPI解放等により、OSSの民間サービスとの連携を強化すべき ※OSS対象のあらゆる手続について同旨

✓ 電子化に未対応の提出資料等の電子化を促進すべき

✓ 電子化に対応している資料等についても、個々に内在するOSS環境での使い勝手の悪さを改善すべき

✓ こうした状況に起因する、OSS申請におけるアナログ手続の併用（ハイブリッドOSS）を解消すべき

◼残存するアナログ手続における、その改善に向けた取組

✓ 一部で存在する様式記載事項におけるローカルルールを廃止すべき

✓ 合わせて、地域差のある様式については、その標準化を図るべき

【封印】

✓ 形骸化し、盗難防止効果にも乏しい封印を手続上廃止すべき

 その他、経済界としては、追加装備品情報を含めた個々の自動車の性能や機能等を総合的に確認・共有することのできるデータ基盤が
存在しない、という課題を抱えている
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一般的な中古車（普通車・小型車）購入の流れ
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自動車保有関連手続ワンストップサービス（OSS）の概観

【出典】「自動車保有関連手続のワンストップサービス」ウェブサイト 【出典】公益財団法人自動車情報利活用促進協会HP

⚫自動車を保有する際生じる数々の手続と税・手数料の納付を
インターネット上で一括して行うためのサービス
⚫なお、API連携は可能なものの、一般には情報が開示されてお

らず、これを利用する事業者は少ないのが現状
⚫また、OSSの利用においてもアナログ手続との併用が主流に

⇒ 「デジタル完結・自動化原則」に則り、積極的なAPI解放を
図るなど、OSS利用促進に向けた環境改善等を図るべき

https://www.oss.mlit.go.jp/portal/beginner/osstowa/index.html
https://www.aina.or.jp/ainas/
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OSS（中古車新規登録※ by 代理人）：各ステップの流れ

【ステップ①】申請に必要な書類等（次頁参照）の準備

【ステップ②】受任者（＝代理人）情報ファイル・委任状の作成

【ステップ③】申請画面から申請：申請画面より申請書を作成し、送信

【ステップ④】受付審査時に必要な書類等の提出：申請書を送信した運輸支局等に必要な書類等を提出

申請

【ステップ⑤】保管場所証明（いわゆる「車庫証明」）申請手数料の納付

【ステップ⑥】保管場所審査状況の確認 ⇒ 【ステップ⑦】保管場所標章交付手数料の納付

【ステップ⑧】保管場所標章等の交付物の受取 ※ステップ⑧はステップ⑨以降に行うことも可能（郵送も可）

保管
場所
審査

【ステップ⑨】検査登録手数料の納付

【ステップ⑩】技術情報管理手数料の納付

【ステップ⑪】検査登録審査状況の確認 ⇒ 【ステップ⑫】自動車重量税の納付

【ステップ⑬】自動車税審査状況の確認 ⇒ 【ステップ⑭】自動車税の納付

【ステップ⑮】自動車検査証等の交付物の受取

検査
登録
審査

⚫次の15のステップで構成されており、整理すると、「申請」「保管場所審査」「検査登録審査」に区分

【出典】「自動車保有関連手続のワンストップサービス」ウェブサイト情報を元に新経済連盟作成
〔註〕ステップ⑧は保管場所標章等の交付ごと来年４月より廃止される予定

※申請者と所有者が同じ場合。以下同じ。

https://www.oss.mlit.go.jp/portal/beginner/shinsei-nagare/shinsei/index.html?s=31
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OSS（中古車新規登録 by 代理人）：申請に必要な資料等

受付審査時に必要な資料等

●登録識別情報等通知書（一時抹消登録※完了後に発行） または 

一時抹消登録証明書
※ナンバープレートと車検証を返納し、登録を一時的に抹消する手続

●所有者の委任状 ●所有者の印鑑登録証明書
〔註〕委任者が電子証明書を用いないで作成した委任状を用いる場合

●譲渡証明書
〔註〕所有者の変更がある場合で、譲渡証明書の情報が登録情報処理機関

（次頁参照）に事前に登録されていない場合

●保管場所証明書（車庫証明） ※OSS申請時には右頁の画像も登録

〔註〕 警察署より書面で交付された保管場所証明書を用いる場合

●親権者または後見人の同意書/承諾書等
〔註〕所有者が未成年者である場合

申請書の作成に必要な資料等

●登録識別情報等通知書 または 一時抹消登録証明書

●希望番号予約済証
〔註〕特定のナンバーを希望する場合

●旧自動車のナンバープレートの番号 及び 旧自動車の保管
場所標章番号
〔註〕旧自動車の保管場所を継続使用する場合

※OSS利用による保管場所証明申請の際に用いる添付画像

【記載事項】

●使用の本拠の位置、保管場所（駐車場）の位置

●使用の本拠の位置・保管場所の位置までの直線距離

●周辺の目印になるような建物や付近の道路

〔註〕次の場合には省略可能
①使用の本拠の位置と保管場所が同じ場合
②車の買替等のケースにおいて、元の車で保管場所証明書の交付を
受けている車庫で申請を場合

【出典】「自動車保有関連手続のワンストップサービス」ウェブサイト情報を元に新経済連盟作成

⚫OSS申請に際し書面での用意が必要な資料等（ステップ①関係）は次のとおり

https://www.oss.mlit.go.jp/portal/beginner/shinsei-nagare/shinsei/index.html?s=29


7

従来の自動車保有関連手続（中古車新規登録 by 代理人）：申請に必要な資料等

受付審査時に必要な資料等

⚫新規登録申請書（新規検査 及び 自動車検査証交付申請書、 
または 自動車検査証交付申請書）

⚫所定の手数料印紙を貼付した手数料納付書

⚫所定の重量税印紙を貼付した自動車重量税納付書

⚫譲渡証明書
〔註〕所有者の変更がある場合

⚫登録識別情報等通知書

⚫所有者の印鑑(登録)証明書
〔註〕申請人（所有者）が未成年の場合、親権者が確認できる戸籍謄(抄)本

又は戸籍の全部(個人)事項証明書 及び 親権者全員が実印を押印した同意
書 並びに 親権者のうち１名の発行されてから３ヶ月以内の印鑑(登録)証
明書を添付（未成年者で印鑑(登録)証明書が発行されない年齢の場合は
印鑑(登録)証明書に代えて住民票を添付）

⚫所有者の委任状
〔註〕代理人による申請の場合

⚫使用者の委任状
〔註〕申請書に使用者の記名があれば不要 ※通常は記名があるので不要

⚫自動車保管場所証明書
〔註〕使用の本拠の位置が自動車保管場所証明書適用地域の場合

⚫OSSを利用せずに申請する場合には、次の資料等を用意する必要 ※緑字：OSS利用時にも書面提出が必要なもの

⇒ 電子化されていないなどOSS未対応の資料等も少なからず残存するところ、早急にこの問題を解消すべき

⚫使用の本拠の位置を証するに足りる書面
〔註〕使用の本拠の位置が使用者の住所と異なる場合であって自動車保管場

所証明書適用地域外の場合

⚫保安基準に適合していることが確認できる書面⇒次頁
〔註〕合格印のある自動車検査票、有効な自動車予備検査証、乗用車で保安

基準適合証の交付を受けた自動車にあっては有効な保安基準適合証のい
ずれか

⚫使用者の住所を証するに足りる書面
〔註〕国若しくは地方公共団体の使用する自動車若しくは自動車運送事業の

用に供する自動車の場合 または 所有者と使用者が同一である自動車の場
合には不要

⚫事業用自動車等連絡書
〔註〕自動車運送事業等の用に供する自動車の場合

⚫事業用自動車等連絡書、レンタカー事業者証明書（写し）
または ワンウェイ方式実施事業者証明書（写し）
〔註〕自家用自動車有償貸渡事業の場合

⚫その他：希望番号予約済証、字光式番号標交付願等

⚫自動車損害賠償責任保険(共済)証明書
〔註〕登録情報処理機関に電磁的に提供されている場合は不要

〔註〕提示のみ

【出典】「自動車検査登録総合ポータルサイト」を元に新経済連盟作成

OSS利用時も書面の
提出が必要（写しで
良い書類もPDF添付
送信に未対応）

https://www.jidoushatouroku-portal.mlit.go.jp/jidousha/kensatoroku/about/register/new/index.html#%E4%B8%AD%E5%8F%A4%E8%BB%8A%E6%96%B0%E8%A6%8F%E7%99%BB%E9%8C%B2%E3%81%AE%E5%A0%B4%E5%90%88


8

OSS（中古車新規登録 by 代理人）：保安基準適合証の扱いに関する課題

⚫OSSにおいては保安基準適合証の扱いにも課題であり、書面提出が選ばれがち
⇒ OSS申請時の保安基準適合証の審査時間を短縮するなど、保安基準への適合確認プロセスを改善すべき

➢ 保安基準適合証についてはOSSでは電子版の登録情報処
理機関への登録が求められるが、有効期間は15日間であり、
保管場所審査・検査登録審査に要する期間等を考慮すると
タイト。

➢ なお、運輸支局等で発行される有効期間３ヶ月の「予備検
査証」もあるが、OSSには未対応。 〔註〕対応が検討されている模様

⚫ 保安基準適合証：指定工場（下記）で行われる検査で「道路運送車両の保安基準
（昭和26年運輸省令第67号）」への適合が認められたことを示す証明書。車検済の自動
車を継続使用する際や、抹消登録されたナンバーの無い自動車に再度ナンバーを交付する
際に発行。

⚫ 予備検査証：抹消登録されナンバーの無い自動車を対象とする、認証工場（地方運輸

局長の認証を受けた工場）、指定工場（認証工場のうち地方運輸局長の指定を受けたもの）、
運輸支局で行われる車検と同内容の検査（予備検査）に合格したことを示す証明書。当
該自動車に再度ナンバーを交付する際に発行。管轄に関係なく最寄りの運輸支局でも対
応可。

⚫ 登録情報処理機関：保安基準適合証、譲渡証明書、自動車損害賠償責任保険証明
書等の発行者（利用者）の本人確認をした上で、利用者から当該証明書等に記載され
た事項の提供を受け、その内容を国土交通大臣からの照会に対して回答する業務を行う
機関（国土交通大臣登録）。

【出典】「自動車保有関連手続のワンストップサービス」ウェブサイト

https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_fr7_000007.html
https://www.oss.mlit.go.jp/portal/beginner/shinsei-nagare/shinsei/sakusei-soushin/index.html?s=31
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OSS（中古車新規登録 by 代理人）：ハイブリッドOSSで未だに残る実印の押印等

【出典】関東運輸局ウェブサイト 【出典】関東運輸局ウェブサイト

⚫結果としてアナログ手続を併用する形（ハイブリッドOSS）で行われている申請では、申請書の書面での提出に
加え、申請書や委任状への実印の押印、印鑑証明書の提出が行われている
⇒ アナログ部分で生じる無用な「押印原則」や「原本原則」の排除のためにも、OSSの完全利用を促進すべき

➢ なお、高級化も進む軽自動車の手続では実印の押印や
印鑑証明書は求められておらず、そもそも不要とすべき。

https://wwwtb.mlit.go.jp/kanto/content/000256416.pdf
https://wwwtb.mlit.go.jp/kanto/content/000227425.pdf
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従来の自動車保有関連手続（中古車新規登録 by 代理人）：様式不統一問題①

・委任する事務を手書きで入力する必要（東北運輸局では「一切の権限」）
・受任者（代理人）の住所を記入する必要            【出典】関東運輸局ウェブサイト

⚫必要事項の記載があれば受理するとされているものの、運輸局や警察署ごとに提出書類の様式に違いが存在
⇒ 一部に存在するローカルルールも排除しつつ、その標準化を図るべき

・欄外への捨印が必要
【出典】東北運輸局ウェブサイト

【委任状の例】

➢ 手続名を記入する必要のない東北運輸局の様式が重宝。使い勝手の良い様式に統合すべき。

https://wwwtb.mlit.go.jp/kanto/content/000227425.pdf
https://wwwtb.mlit.go.jp/tohoku/am/touroku/shinseishorui/to-ininjyou.pdf
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従来の自動車保有関連手続（中古車新規登録 by 代理人）：様式不統一問題②

【保管場所証明（車庫証明）申請書に添付する保管場所の所在図・配置図の例】

➢ 追加情報が必要な地域もあり、例えば九州ではシャッターの有無の記載というルールが存在。

➢ こうしたローカルルールを排除し、OSS申請の際に添付画像内に記載が求められる情報（P6参照）との整合を図りつつ、全
国統一の様式を確立すべき。

【出典】埼玉県警察ウェブサイト【出典】福岡県警察ウェブサイト

https://apply.e-tumo.jp/pref-saitama-police-d/downloadForm/downloadFormDetail_fileDownload?fileId=3536c8be98d800ca5aaaf360c4435a1e9ac95f6d7c514bd3cc1c7688549f9f3d5504372d6501632981ea5ee9c9dc6a1ed7268f1c3d2927e9d101203fe43e5ba8ff72c3d0a7fa017e376a8de5518dbcab8417c38d55127c252a1cdd56f8051a5174c2417b5e7df06fb5490fc98a3a07ce5e10ec7fa8b14acf0b045274818d8769e8696c5471cf2156bfb79e707d08ce7cbbfda99d04cb01bd20220607050859&fileNum=10&tempSeq=2437
https://www.police.pref.fukuoka.jp/data/open/cnt/3/811/1/01_kisairei_syozaizu.pdf?20240906143741
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従来の自動車保有関連手続（中古車新規登録 by 代理人）：様式不統一問題③

【出典】埼玉県警察ウェブサイト【出典】警視庁ウェブサイト

【保管場所証明（車庫証明）申請書の例】

➢ 現金決済由来の警視庁と印紙由来の他道府県警とで２枚複写・４枚複写の違いがあるなど、様式に地域差が存在。

➢ そのような中、東京都以外の46道府県では埼玉県警の様式が通用。広く受け入れられている様式をベースに標準化を図
るべき。

https://apply.e-tumo.jp/pref-saitama-police-d/downloadForm/downloadFormDetail_fileDownload?fileId=3536c8be98d800ca5aaaf360c4435a1e9ac95f6d7c514bd3cc1c7688549f9f3d5504372d65016329e43e824a35c650e77cc3c9811cb98ed5c11790d569a03a8883d7d3731ecfbcb8ff72c3d0a7fa017e376a8de5518dbcab6c96e46ee2230ce957d5fef98456deac87e01c78340b636c1d4916f9085ad564abc248aa9f2044a8db22dab6373a9bcefa828e90aef476c3bfb79e707d08ce7cbbfda99d04cb01bd20240408034905&fileNum=2&tempSeq=2437
https://www.keishicho.metro.tokyo.lg.jp/tetsuzuki/kotsu/hokan/syako_tetsuzuki/jidousha_syomei.files/cf01_03.pdf
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【参考】OSS（変更登録 by 代理人）：各ステップの流れ

【ステップ①】申請に必要な書類等（次頁参照）の準備

【ステップ②】受任者（＝代理人）情報ファイル・委任状の作成

【ステップ③】申請画面から申請：申請画面より申請書を作成し、送信

【ステップ④】受付審査時に必要な書類等の提出：申請書を送信した運輸支局等に必要な書類等を提出

申請

【ステップ⑤】保管場所証明（いわゆる「車庫証明」）申請手数料の納付

【ステップ⑥】保管場所審査状況の確認 ⇒ 【ステップ⑦】保管場所標章交付手数料の納付

【ステップ⑧】保管場所標章等の交付物の受取 ※ステップ⑧はステップ⑨以降に行うことも可能（郵送も可）

保管
場所
審査

【ステップ⑨】検査登録手数料の納付

【ステップ●】技術情報管理手数料の納付

【ステップ⑩】検査登録審査状況の確認 ⇒ 【ステップ●】自動車重量税の納付

【ステップ⑪】自動車税審査状況の確認 ⇒ 【ステップ●】自動車税の納付

【ステップ⑫】自動車検査証等の交付物の受取

検査
登録
審査

【出典】「自動車保有関連手続のワンストップサービス」ウェブサイト情報を元に新経済連盟作成
〔註〕ステップ⑧は保管場所標章等の交付ごと来年４月より廃止される予定

⚫変更登録においては中古車の新規登録と異なり保安基準適合証の扱いのような課題がなく、委任状への押印に
代わる電子証明書も不要のため、OSS利用が比較的進んでいる

https://www.oss.mlit.go.jp/portal/beginner/shinsei-nagare/shinsei/index.html?s=31
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【参考】OSS（変更登録 by 代理人）：電子委任状の扱いに関する課題

【出典】関東運輸局ウェブサイト

⚫他方、現場では電子証明書のない電子委任状が認められず、委任状の書面提出が求められる運用も見られる
⇒ 電子委任状を認めている以上、必要条件を定めるなどし、不用意なアナログ誘導を抑止すべき

➢ 様式が定められているアナログ手続では、委任状におけるこうした問題は生じない。

➢ 委任者の電子証明書が不要な電子委任状においても、どの申請窓口でも問題なく受け付けられる環境を整備すべき。

変更登録においては
実印の押印は不要

https://wwwtb.mlit.go.jp/kanto/content/000227425.pdf
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普通車等における封印問題①

⚫国際的にも制度が残る国が日中の２国のみに収束するなど、封印はもはや形骸化
⇒ 軽自動車と同様に、普通車・小型車においても封印を不要とすべき

➢ 近年、自家用車の保有車両数（本年８月末現在）において、普通車の21,182,227台、小型車の17,612,834台を超
える23,413,730台と軽自動車も大きく普及している。

➢ 普通車（３ナンバー）や小型車（５または７ナンバー）では新規登録や移転登録等の際に必要となる「封印※」について、登
録制ではなく軽自動車検査協会への届出制が採られている軽自動車では不要とされいる。

    ※普通車・小型車の後部ナンバープレートに取り付けられたアルミ製の留め具

➢ 条件こそ少しずつ緩和されているものの、封印を行うことができる者は、新車ディーラー、日本中古自動車販売協会連合会
（JU）傘下の中古車販売協会（加盟の中古車ディーラーが下請け）、行政書士会等に限定。

➢ 国際的にも封印が義務化されているのは日中韓の３ヶ国のみであり、韓国では来年2月20日に廃止される模様（2024年

2月19日KBS World記事）。

軽自動車のナンバープレート普通車の封印

https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00600700&tstat=000001109495&cycle=1&tclass1val=0
https://rki.kbs.co.kr/service/news_view.htm?lang=j&Seq_Code=87377
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普通車等における封印問題②

【出典】警察庁「令和６年上半期における車名別盗難台数の状況」 【出典】警察庁「自動車盗難等の発生状況等について」

➢ 封印の目的として盗難防止が挙げられるが、インターネットで検索すれば封印を容易に外す方法を簡単に検索することもでき、
その効果には疑問。

➢ また、軽自動車でも高級化が進む一方、盗難が顕著にみられるのはむしろ封印が義務化されている普通車であり、普通車
や小型車のみに封印を求める現在の制度は形骸化している。

➢ こうした現状に鑑みると、盗難防止については封印とはまた異なる仕組を検討すべきであり、単に申請や装着に時間・費用・
労力のかかるだけの手続である封印は廃止すべき。

⚫封印の盗難防止としての効果にも疑問
⇒ 不要なコストばかりかかる封印に代わる盗難防止制度の確立を目指すべき

https://www.npa.go.jp/bureau/safetylife/bouhan/car/r6kamihankishameibetutounandaisuu.pdf
https://www.npa.go.jp/bureau/safetylife/bouhan/car/2024jidoushatounan.pdf
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自動車データの連携基盤の整備

⚫追加装備等、車検証から得られる情報以外のデータについては連携基盤が整備されておらず、個々の自動車の
正確な性能や機能等の把握が困難

➢ 個々の自動車の情報のうち参照が可能なものは車検証に登録されている情報のみであり、メーカーが保有する車種マスター
情報（グレード、オプション装備等）をはじめ、ディーラーや所有者が後に着脱したオプション装備等の情報について蓄積する
基盤が存在しない。

➢ 結果として、所有者が変わる度にその確認が必要となるなど、旧所有者と新所有者の間での、個々の自動車の性能や機能
に関する情報の非対称性の解消に相応の労力を要している。

➢ ついては、型式指定番号や類別区分番号と紐づけるなどしつつデータベースを構築し、関係者間で、車検情報のみならずこ
うした追加的な情報も効率的に確認・共有できるようにしていくことが必要。

➢ これにより、出荷から廃車まで通しで自動車装備の履歴情報の蓄積も行えるようになり、廃車後の使用可能な部品の円滑
な取引等にも資するなど、車体から部品まで自動車の資源の効率的な管理・流通が可能となる。
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